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2020年6月25日 

第 １３ 期 決 算 公 告 

東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 

株式会社アイ・アール ジャパン 

代表取締役社長・CEO 寺下 史郎 

貸 借 対 照 表 
(2020年３月31日現在) 

           （単位：千円） 
 

 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科     目 金  額 科     目 金  額 

流 動 資 産 5,200,832 流 動 負 債 2,362,563 

現 金 及 び 預 金 3,218,021 買 掛 金 64,962 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,222,203 未 払 金 905,063 

仕 掛 品 59,171 未 払 費 用 53,337 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 590,646 未 払 法 人 税 等 286,888 

前 払 費 用 94,589 前 受 金 261,274 

そ の 他 18,286 預 り 金 393,520 

貸 倒 引 当 金 △2,086 賞 与 引 当 金 98,804 

  そ の 他 298,712 

固 定 資 産 1,103,323 固 定 負 債 57,743 

有 形 固 定 資 産 193,763 長 期 未 払 金 49,216 

建 物 附 属 設 備 130,246 退 職 給 付 引 当 金 8,526 

車 両 運 搬 具 16,067   

工 具 、 器 具 及 び 備 品 47,449 負 債 合 計 2,420,306 

無 形 固 定 資 産 434,627 純 資 産 の 部 

ソ フ ト ウ エ ア 422,867 株 主 資 本 3,884,095 

そ の 他 11,760 資 本 金 795,803 

投 資 そ の 他 の 資 産 474,932 資 本 剰 余 金 784,605 

投 資 有 価 証 券 4,495  資 本 準 備 金 784,605 

敷 金 及 び 保 証 金 176,734 利 益 剰 余 金 2,303,686 

長 期 売 掛 金 110,160   そ の 他 利 益 剰 余 金 2,303,686 

繰 延 税 金 資 産 246,122    繰 越 利 益 剰 余 金 2,303,686 

そ の 他 8,700 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △246 

貸 倒 引 当 金 △71,280   そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △246 

  純 資 産 合 計 3,883,848 

資 産 合 計 6,304,155 負債純資産合計 6,304,155 
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損 益 計 算 書 

( 2019年４月１日から 
2020年３月31日まで ) 

 （単位：千円） 
 

科       目 金       額 

売 上 高  7,684,121 

売 上 原 価  1,284,014 

売 上 総 利 益  6,400,107 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  3,060,064 

営 業 利 益  3,340,043 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 8  

受 取 配 当 金 197  

為 替 差 益 51  

保 険 配 当 金 666  

雑 収 入 90 1,014 

営 業 外 費 用   

手 形 売 却 損 42 42 

経 常 利 益  3,341,014 

特 別 損 失   

投 資 有 価 証 券 評 価 損 409 409 

税 引 前 当 期 純 利 益  3,340,605 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,191,015  

法 人 税 等 調 整 額 △109,399 1,081,615 

当 期 純 利 益  2,258,989 
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個別注記表 
 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1. 資産の評価基準および評価方法 

（1）有価証券の評価基準および評価方法 

 その他有価証券   

時価のあるもの……………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  

時価のないもの……………… 移動平均法による原価法 

 

（2）たな卸資産の評価基準および評価方法 

 仕掛品 

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物附属設備    ７年～15年 

車両運搬具     ６年 

工具、器具及び備品 ２年～15年 

（2）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 
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3. 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を

計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計

上しております。 

（4）退職給付引当金 

従業員の退職給付の支給に備えるため、退職金規程に基づく自己都合退職金の期末要支給額を計

上しております。 

 

4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（消費税等の会計処理） 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

5. 連結納税制度の適用 

   連結納税制度を適用しております。 

 

6. 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において 

創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて 

単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ 

通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39  

号2020 年３月31 日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適 

用指針」（企業会計基準適用指針第28 号2018 年２月16 日）第44 項の定めを適用 

せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づい 

ております。 
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（貸借対照表に関する注記） 

1. 関係会社に対する金銭債権または金銭債務 

短期金銭債権    5,474千円 

短期金銭債務   800,965千円 

 

2. 有形固定資産の減価償却累計額 

 有形固定資産の減価償却累計額 275,256 千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額 

 営業取引による取引高 

売上高          1,800千円 

販売費及び一般管理費  550,283千円 

  

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

1. 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数 

 普通株式 9,277,555 株 

 

2. 配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

   

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   該当事項はありません。 
   

決議 
株式の 
種類 

配当の 
原資 

配当金 
の総額 

（千円） 

１株当たり 
配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2020年３月16日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 1,159,694 125.00 2020年３月23日 2020年３月27日 
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（税効果会計関係に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    

  繰延税金資産   

  賞与引当金 30,258 千円 

  差入保証金償却 23,026 千円 

  貸倒引当金 22,468 千円 

  未払事業税 51,887 千円 

  長期未払金 15,072 千円 

  前受金 72,739 千円 

  その他 30,669 千円 

 繰延税金資産小計 246,122 千円 

 評価性引当額 － 千円 

 繰延税金資産合計 246,122 千円 
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（金融商品に関する注記） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当社は、設備投資計画に照らして必要な資金を調達しております。一時的な余資は安全性の高い

金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。 

 

（2）金融商品の内容及びリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金、並びに長期売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。 

関係会社短期貸付金は、親会社に対して、貸付けを行っているものであります。 

投資有価証券は、株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金、未払金、未払法人税等及び預り金は、ほとんどが３ヵ月以内の支払期日

であります。また、その一部には外注等に伴う外貨建のものがあり、為替変動リスクに晒されてお

ります。 

敷金及び保証金は、主に本社事務所の賃貸借契約に係るものであり、賃貸人の信用リスクに晒さ

れております。 

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に関するリスク）の管理 

営業債権に係る信用リスクについては、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引

先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽

減を図っております。 

 

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金計画を作成・更新するとともに、手元流動性の

維持などにより、流動性リスクを管理しております。 

 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が異なることもあります。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

2020年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。 

 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

（1）現金及び預金 3,218,021 3,218,021 - 

（2）受取手形及び売掛金 1,222,203   

   貸倒引当金 △2,086   

 1,220,117 1,220,117 - 

（3）関係会社短期貸付金 590,646 590,646 - 

（4）投資有価証券    

   その他有価証券 4,404 4,404 - 

（5）敷金及び保証金 176,734 176,991 257 

（6）長期売掛金 110,160   

   貸倒引当金（※） △71,280   

 38,880 38,880 - 

資産計 5,248,803 5,249,061 257 

（1）買掛金 64,962 64,962 - 

（2）未払金 905,063 905,063 - 

（3）未払法人税等 286,888 286,888 - 

（4）預り金 393,520 393,520 - 

負債計 1,650,434 1,650,434 - 

(※)長期売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

（注）１.金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資産 

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、及び（3）関係会社短期貸付金 

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

 

（4）投資有価証券 

投資有価証券の時価は、取引所の価格によっております。 

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する貸借対照表計上額と取得

原価との差額は以下の通りです。 
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（単位：千円） 

 種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

株式 - - - 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

株式 4,760 4,404 △355 

合計 4,760 4,404 △355 

 

（5）敷金及び保証金 

合理的に見積もった敷金及び保証金の返還予定時期に基づき、入手可能な市場利率で割り引い

た現在価値により算定しております。 

 

（6）長期売掛金 

長期売掛金については、担保による回収見込額等により時価を算定しております。 

 

負債 

（1）買掛金、（2）未払金、（3）未払法人税等、及び（4）預り金 

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

 

２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

                      （単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 90 

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（3）投資有価証券」には含めておりません。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

親会社との取引 

種類 会社等の名称 

議決権等の 

所有 

（被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

 

 

 

 

 

 

 

親会社 

 

㈱アイ・アール

ジャパン  

ホールディン

グス 

 

 

被所有 

直接100％ 

 

資金の貸付 

業務委託 

地代家賃の支

払 

出向者派遣 

法人税等の支

払 

資金の貸付

(注)1 
590,646 

関係会社短

期貸付金 
590,646 

経営指導料

の 支 払

(注)2 

482,940 未払金 44,269 

地代家賃の

支払(注)2 
110,167 未払金 10,129 

業務委託料

の 受 取

(注)3 

23,088 未収入金 2,116 

出向者人件

費 の 受 取

(注)4 

19,736 未収入金 2,967 

法人税当社

帰属額 
746,237 未払金 746,237 

 
上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
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取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）1. 資金の貸付については、市場金利を勘案して、利率を合理的に決定しております。 

   2. 経営指導料および地代家賃の支払額については、双方協議により合理的に決定しております。  

   3. 業務委託料については、業務の内容を勘案して決定しております。  

4. 出向者人件費の支払額については、出向元の給与を基準に双方協議の上決定しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 418円63銭 

１株当たり当期純利益 243円49銭 
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